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所有権留保付きで買主 B に売った物について、買主 B が C に譲渡担

















































































































































































































ば将来債権を 5 年分譲渡しました、ということで年商 10 億の会社で
50 億分の債権を譲渡したのだから、それの 7 割で 35 億を貸してくだ
さいと言われましても、年商 10 億ということは 1 カ月の債権に直す
と 1 億円未満になります。現存する債権が 1 億円未満で回転してい





ときに 5 年分を一括譲渡しているので担保価値として 50 億円の価値
があるという算定はしてもらえないので、あくまでそのときにあっ
た債権、先ほどの例で言えば、1 億円未満の担保価値しか認めらない
のであれば、将来発生する債権の価値を担保価値として算入すると
いう考え方はかなり難しいと思います。そう言った考え方を取って
いる融資としては診療報酬債権担保融資があります。病院は即座に
閉鎖されることはまずないので、閉鎖決定後も、一定期間運営する
でしょうから、その期間に発生する債権も担保としてカウントしよ
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うという考え方でしょう。しかし、法的整理でどのような取り扱い
になるかはよく存じ上げません。
　ABL レンダーがボローイング・ベースを計算する際に、将来発生
する債権の価値を担保価値としてカウントするという考え方はして
いないでしょうし、プロジェクトファイナンスはよく例に挙がりま
すが、プロジェクトファイナンスの融資の可否の判断、もしくは金
額の妥当性の判断を検討するときに、将来 10 年分の債権を譲渡して
いますといってその金額まで融資できるというような考え方という
のは少なくとも私が銀行員時代はしていませんでしたし、今も多分
していないと思います。あくまでデットサービスが賄えるのかどう
か、そういった判断でやっていると思いますので、全部をそのまま
担保価値としてカウントすると考えるのは無理があると思います。
　またボローイング・ベースの計算上は将来発生する債権の価値を
そのまま担保価値に算入するという考え方はしていないので、倒産
時に、現存する分しか担保価値にカウントはされないと言われても
ABL に大きな問題は生じない形になっています。従って、裁判所等
でそういった判断がなされても問題はないと考えております。以上
です。
　ありがとうございます。実行時の残高、あるいは倒産手続開始時
の残高に担保権が及ぶということは最低限の前提として、それ以降
どこまで及ぶべきかということですが、もともとボローイング・ベー
ス型の ABL などにおいて、それ以降の担保価値は把握していないと
いうことであれば、及ばなくてもよいのではないかという議論です
とか、あるいは目的債権の性質、あるいは担保権の性質、さまざま
なファイナンスの諸形態、そういった現実の経済的な実態も捉えて
検討する必要があるのではないかというふうなお話であったかと思
います。私の認識では、特にプロジェクトファイナンスでは、十数
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年に及ぶ発生債権の総和に掛け目をかけて巨額を貸し出す事案が相
当数に及ぶわけですが、その対応をどうするか、という難しい問題
があります。
　ただ、実際、民事再生なのに担保実行してしまうと破綻してしまい
ますから、いくら将来債権に及び続けるといったところで、限界はも
ともとある話ですし、また担保目的債権を生み出すのに必要な費用を
控除していくことで、何らかのクッション的な検討をすることも担保
法制研究会では検討されているところですので、引き続き担保権者の
側の立場と事業再生の立場の妥当な調整を図っていくことが極めて重
要だと思います。今までも現行法の下では基本的には和解で解決して
きた問題でありますので、立法でもそれに近いような妥結ができれば
一番よろしいのではないかと思っております。
　ありがとうございました。それではかなり時間が押してしまいま
して、最後にご質問をいただければと思います。
片　山　慶應義塾大学の片山と申します。民法を担当しております。よろ
しくお願いいたします。本日は動産・債権譲渡担保法制改正を巡る
非常に充実した実務家の先生がたのご議論、ご報告を拝聴させてい
ただきまして大変勉強になりました。ありがとうございます。また
ご企画をしていただいた武蔵野大学の池田先生にも心より御礼申し
上げたいと思います。
　今日、粟田口先生から担保法制研究会の個別担保に関する議論の
動向をご報告いただきましたけれども、その点について質問させて
いただきます。基本的な方向性としては所有権担保というものを法
制化していくことで、動産に関して所有権担保、基本的に担保目的
取引規律型というわけですから、いわゆる UNCITRAL でいうとこ
ろの機能的アプローチだけれども、それを質権などの制限物権と構
成するのではなくて所有権担保として構成していくと。それに対し
（４）質疑応答
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て債権は所有権担保も考えるけれども、債権質を準用していくとい
う方向性をということでしたが、比較法的に見ていくことにどれほ
ど意味があるのか分かりませんが、恐らく比較法的な動向からする
と、逆のような気もしまして、動産に関しては恐らく多くの国々で
質権や動産抵当権と取りあえずは構成をして、実行手続の緩和等は
考えますけれども、とにかく登記・登録の一元化を図っていくとい
う方向で、それに対して債権は色々工夫をして例えばコントロール
のような形での占有担保として構成したり、あるいは所有権担保を
ダイレクトに認める形でできる限り登記・登録の負担を軽減してい
く方向性が模索されているように感じているところです。
　そのような中にあって今回、どのような理由から担保法制研究会
のような方向性が出されているのかというところを伺わせていただ
ければと思っています。動産に関して、結局所有権担保と構成する
のと質権と構成するのはそんなに変わらないということになるのか
もしれませんが、一体どのようなメリット、デメリットがあって、
所有権担保という形での構成をし、制度設計をされていこうとして
いるのかという点を確認できればと思います。債権に関しては実務
的なニーズというのはよく分からないのですが、多くの国々では、
特に債権や金融資産についてはできるだけ公示の負担軽減を考えて
いくと。そういった傾向の中で質権の準用という方向性を模索され
ているという点、その点も理由等あれば伺わせていただければと思
います。よろしくお願いいたします。
　大変難しいご質問をありがとうございます。本日はお忙しい中、
ご参加下さいまして、ありがとうございました。
　この立案自体、研究会資料は法務省の事務局の方々が作成されて
いるところですので、その方々のお気持ちを推測するという形の回
答になりますけれども、動産質の規定と債権質の規定は今すでに存
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在しているというのが、まず恐らく出発点にあるのだろうと思いま
す。動産質については占有型の担保としてもうすでに存在をしてい
て、そこを崩すかどうかというところがまずポイントの一つだろう
と思います。すなわち動産質は、指図による占有移転もありますか
ら必ずではないにせよ、質権者側に物理的な占有によるコントロー
ルを寄せるということになっていて、その規律を崩さないと譲渡担
保的な利用には使えないということになると思います。
　フランスでは非占有質の形での動産担保というのが考えられている
のだろうと思いますから、日本においても動産譲渡担保というものを
担保所有権的に構成するのではなく、質権に寄せて、むしろ質物の占
有を伴う場合すなわち質権者、質屋さんに物を入れるタイプだけでは
なくて、非占有型の抵当型の質権というものを認めることは十分あり
得る方向性だったのだろうと思いますが、そのようなことをするにあ
たって、今の民法の規定で入っている「占有を質権者に移す」という
原則を崩すことの難しさ、あるいは易しいことではないというお考え
があったのではないかと推測いたします。
　債権質と債権譲渡担保については、実際のところは研究者の先生
方が理論上は債権質と債権譲渡担保はほぼ違いがないのだという書
き方をされることからもある程度分かるとおり、債権質と債権譲渡
担保は動産質と動産譲渡担保ほどの違いは、現状は存在しなくなっ
ていると。もちろん債権質と債権譲渡担保はもともと債権証書があ
れば債権質権者にそれを交付しなければならないという規定が昔は
あったけれども、今はそれが外れているということで、債権質と債
権譲渡担保は近い規定であるという考えが恐らくあるのだろうと思
います。
　ただ、債権譲渡担保を債権質とみなすという形の立法提案も研究
会資料では提示されていたことがあったわけですが、実務的には質
権と譲渡担保はかなり使われ方が違っていると。譲渡担保について
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は集合債権や将来債権の判例が積み重なっていることや、あるいは
譲受人に担保目的で債権が移転しているということ自体の安心感な
どを実務は優先してきたところがあります。また、質権では、設定
者の側に債権がとどめられているわけですが、質権の場合には、サー
ビシングができないのです。原則としては設定者が取り立てること
が禁止されておりますから。そうすると今よく債権譲渡担保で使わ
れているようなやり方というのは質権では原則としてはできないと
いうこともあって、譲渡担保と質権は、やはりかなり使われ方が違っ
ているわけだと思います。
　そういった違いもあるので、債権譲渡担保は債権質と併存させる
べきではないかということを私などは申し上げているわけですが、
ただ理屈の上では譲渡担保と質権は近いので、譲渡担保に質権の規
定をかなりの程度準用するというふうな立案が今とられているので
はないかと。お答えになっているかどうか分かりませんが、私の理
解は以上のとおりでございます。
　どうもありがとうございました。
　それでは時間も過ぎておりますのでご質問は片山先生お一人と
なってしまい恐縮ですが、閉会のご挨拶に移りたいと思います。池
田先生、よろしいでしょうか。
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